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○報告概要 

１．開 催 日 時  令和 3年 10 月 13 日 18 時から 19 時まで 

 

２．開 催 場 所    飯塚市役所 本庁舎 5階 研修室 

 

３．会議参加者  別紙「飯塚市総合戦略推進会議名簿」のとおり 

 

４．協 議 事 項  ①第 2次飯塚市まち・ひと・しごと創生総合戦略の進捗状況について 

         ※協議要点：本市と福岡市周辺自治体との違いから、本市が移住施 

策に力点を置くべきこと等に関する協議 

 

        ②令和 2 年度に実施した地方創生関係交付金事業の進捗状況及び検証

について 
 
         ※協議要点：各事業に対する評価について 

 

５．協議事項への意見 

 ・協議事項①協議要点について 

【委員意見要旨】 

人口増を図るためには、以下の 2つの取組などからのアプローチが必要と考える。 

1 点目は、福岡市に勤務地がある方に対してベッドタウン化を考えるという方向性。 

そのことから福岡地域に近い筑前大分駅周辺を移住先として重点を置くなど。 

また、ゆめタウンの開業に伴い、飯塚駅周辺を移住先として重点化する方向性など。 

2 点目は、空き農地がある地域を農業者の移住先として中心に考える方向性など。 

上記 2点の視点のように、地域を絞って移住者を呼びこむということを考えるとア 

イディアが出てくるのではないかと考える。 

 

・協議事項②協議要点について 

  別紙「令和 2年度 地方創生関係交付金事業検証シート」のとおり 

【協議結果】 

  改善点などの指摘はなく、令和 2年度の取組は地方創生に寄与すると評価。 

 

７．質問事項について   

別紙「令和 3年度 飯塚市総合戦略推進会議における事前質問及び回答」のとおり 

別紙「令和 3年度 飯塚市総合戦略推進会議 質問及び回答」のとおり 
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飯塚市総合戦略推進会議委員 名簿 

 
飯塚市総合戦略推進会議（令和 3年 10 月 13 日）開催時 

構成所属団体名等 役職等 氏 名 参加 

九州工業大学 学部長 安永 卓生 ○ 

近畿大学 産業理工学部 教授 飯島 高雄 ○ 

飯塚市自治会連合会 副会長 逢坂 忠男 ○ 

小中学校ＰＴＡ連合会 母親代表 谷 亜矢子  

部落解放同盟飯塚市協議会 書記長 安永 勝利 ○ 

いいづか男女共同参画 

推進ネットワーク 
副代表 稗田 佳子 ○ 

医師会 会長 西園 久徳 ○ 

嘉飯桂産業振興協議会 会長 小笠原 真照 ○ 

飯塚商工会議所 専務理事 大石 一広 ○ 

福岡県 飯塚中小企業振興事務所長 栁瀬 智幸 ○ 

飯塚信用金庫 審議役 大橋 明浩 ○ 

連合福岡 

遠賀川地域協議会 
飯塚市職労 生山 真希 ○ 

株式会社 ＮＯＴＥ 代表取締役 桑野 健太郎 ○ 

（任期：2020（令和 2）年 10月 4日～2022(令和 4)年 10 月 3 日） 

 

 

5



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6



令和 3年度 飯塚市総合戦略推進会議における事前質問及び回答 
 

資料名 質問内容 回答内容 

資料 1 

8 ページ 

「男女の出会いの機会を設けるととも

に」を「結婚に向けた出会いを希望する

ひとを支援するとともに」に変更はでき

ないでしょうか？ 

理由：SOGI(性的指向と性自認)を考える

と「男女の出会い」と表記するのは現状

※にそぐわないと思いました。少なくと

も、福岡県・北九州市・宗像市・久留米

市では「男女の出会い」という文言は使

用せず、「結婚に向けた出会い」等の表

現にしていました。男女共同参画・多様

性の視点から変更を希望します。 

※９月１６日に知事が県として「パート

ナーシップ宣誓制度」の導入に向けて検

討を進めていく考えを明らかにしまし

た。全国での交付件数は 2,018 組（6月

末時点）、導入自治体は 110 自治体・人

口カバー率は 37.8%）（7月１日時点） 

多様性の視点から「男女の出会いの機会

を設けるとともに」を「出会いを希望す

るひとを支援するとともに」などの文言

の変更は必要と考えています。 

他の文言につきましても変更が考えら

れますので、総合戦略の見直しの際に実

施を検討します。 

資料 1 

8 ページ 

基本目標Ⅰには、「飯塚市産業振興ビジ

ョン」に基づき、と名前を挙げられてい

ますが、基本目標Ⅱには、どのようなプ

ラン・ビジョンが関連しますか？ 

主な関連計画は以下のとおりです。 

・子ども・子育て支援事業計画 

・第２次飯塚市教育施策大綱 

・飯塚市学校 ICT 環境整備推進計画 

参考資料 2 

1 ページ 

がんばる農

業応援事業 

最近の傾向として自営農家としての新

規就労者数は減少傾向にあるが、新規農

業起業者数、新規雇用農業者数は増えて

いる。 

 現実に農業に商業的な魅力はないと

いわれている中で、本事業の意図する成

果目標のみでなくて「儲かる農業」とし

て、新規就労者の自立支援事業(経営・

会計・助成)をあわせて進めていく必要

性、また既農家に比べ、新規就農者では

かなりの投資額を要するとされていま

す。 

 新規就労者の販路開拓、商品構成、機

械器具の購入・償却など多額の投資など

に対する助成など、トータルにまた具体

的にその気にさせる支援制度を構築す

る必要性がある。 

 事例によって違うと思うが、具体的に

新規就農に要する費用はどのくらいか

かりますか。 

 基本的に世の中の分断と不確実性が

進んだ今、これからの農業も「パラダイ

ムシフト」に対応した事業となり、これ

までの一方的な制度をあてはめるので

はなく、新規就農者に寄り添う「ナラテ

ィブ」な制度が必要となります。リスク

全国農業会議所の資料によりますと新

規就農者が就農する際に用意した額の

平均は営農面で 232 万円、生活面で 159

万円の計 391 万円となっております。ま

た、就農１年目に要した営農面の費用は

新規就農者全体の平均で、機械・施設等

への費用は 411 万円、種苗・肥料・燃

料等への費用が 158 万円であり、計

569 万円となっております。 

このような初期投資が必要となる新規

就農では、自己資金を上回る資金の準備

が必要となってきます。そのため当事業

では営農開始時に初期投資が嵩む場合

も想定し、新規就農者が導入する機械施

設等の取得費や農地借地料等の一部の

助成や新規就農希望者が営農技術習得

を図るための研修を行う際の受け入れ

先農家への助成などを行い、新規就農者

の参入促進・営農継続に向けて取り組ん

でおります。 

今後も農業を職業として興味を持つ者

を増加させる施策や新規就農後の営農

を継続するための様々な支援などを行

い、新規就農者に寄り添い就農前から就

農後の一体的な支援の在り方を調査研

究し、新規就農者の増加に繋げていきた
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を恐れず、ミレニアム時代、Ｚ時代の新

規就農者の要望に応じた対応が必要と

思います。このままでは本事業の継続は

無理があるのではないでしょうか？ 

いと思います。 

参考資料 2 

9 ページ 

新規創業者

等支援事業 

コロナ禍で「地方への移住」がクローズ

アップされています。ところが、この事

業は残念ながら令和元年度、令和 2年度

と実績が０となっています。 

 実績アップに向けてどんな工夫をして

あるのかお尋ねします。 

 また、他自治体でも同様の制度があり

ますが、飯塚市の制度の独自の工夫があ

れば教えてください。 

(令和元年度、令和 2年度の福岡県他自

治体の実績数) 

令和元年度：福岡県内の実績 無し。 

令和 2年度：福岡県内の実績 1件(北

九州市の 1件のみ） 

 

(令和 2年度の福岡県での実施自治体数

と主な自治体名) 

令和元年度（県と 14市町）：福岡県、北

九州市、久留米市、直方市、飯塚市、田

川市、古賀市、うきは市、芦屋町、桂川

町、大刀洗町、香春町、大任町、福智町、

みやこ町 

令和 2年度（県と 25市町）：福岡県、北

九州市、久留米市、直方市、飯塚市、田

川市、八女市、筑後市、宗像市、古賀市、

うきは市、朝倉市、みやま市、粕屋町、

芦屋町、岡垣町、桂川町、大刀洗町、広

川町、香春町、川崎町、大任町、福智町、

苅田町、みやこ町、上毛町 

 

(飯塚市独自の工夫) 

令和3年3月下旬に福岡県の関係要綱が

改正され、東京圏からの移住者に対し、

市町村独自要件の設定が可能となりま

した。そのため本市では 8月下旬に下記

要件①または②に該当し、かつ③に該当

する者に対する項目を追加しています。 

①過去に市に 1年以上居住し、かつ市に

住民登録されていた者 

②過去に市内に所在する九州工業大学、

近畿大学及び近畿大学九州短期大学の

いずれかに在学していた者。 

③転勤等による勤務地の変更ではなく、

県内の事業所に就業又は市内で起業に

より就業した者。 

参考資料 2 

103 ページ 

移住支援事

業 

店舗ツアー、創業セミナーの参加者が 18

名いらっしゃいますが、18 名の方の居住

地別では市内・市外どちらの方の割合が

高いのでしょか。 

 また、市外の方は飯塚市にどのような

魅力を感じたのでしょうか。 

 併せて参加したものの創業しなかった

方の諦めた理由を把握してあれば、教え

てください。 

令和 2年度については、コロナ禍のため

創業セミナーは開催されず、空き店舗ツ

アーのみの開催となっています。 

参加者 18名すべてが飯塚市在住者とな

っており、地元への愛着心や思いを持っ

た方が参加していると伺えます。 

参加者のうち創業に至らなかった方に

ついては、家賃や間取りが希望に合わな

かったケースや、設備面で営業許可が得

られない等の理由が挙げられます。 
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令和 3年度 飯塚市総合戦略推進会議 質問及び回答 

(会議当日) 
 

資料名 質問内容 回答内容 

資料 1 ・福岡県人口ビジョンについて 

今日の議題を関係ないが、福岡県人口ビ

ジョンを作成する際には、飯塚市にも確

認はありましたか。整合性はとれていま

すか。 

・福岡県より各市町村へ照会等があり、

回答するなどやり取りは行いました。 

・地方版総合戦略は自治体ごとの特色を

活かし策定するものであるためそれぞ

れの意向はあるが、基本的な整合性はあ

ります。 

参考資料 2 

Ｐ59 

・スクールカウンセラーについて 

チラシがわかりにくい。担当の先生を通

して予約するようなシステムになって

いるので、予約方法のハードルが高いと

感じています。子どもが予約できるよう

な仕組みにしてほしい。 

幼児も対象になっているが、知られてい

ないのではないでしょうか。 

・事業の周知に関しましては、わかりや

すく改善を行っていきます。 

・予約方法についてですが、スクールカ

ウンセラーは現状、常に予定が埋まって

おり、学校からの予約の依頼電話には職

員が対応しています。窓口である研究所

に直接電話がある場合、対応している職

員はスクールサポートスタッフなど他

の業務も兼ねており、対応ができないこ

とも起こり得ます。そこで、常に対応で

きるよう学校に協力していただいてい

るところです。 

・子どもへの対応に関しましては、こど

もが直接予約するというより直接相談

できる場の設置が重要だと考えます。県

の事業として、顔を合わせずに電話で相

談できる、「こどもホットライン 24」や

「24 時間子どもＳＯＳダイヤル」、ＬＩ

ＮＥで相談できる「児童生徒の相談窓

口」などが設置されており、児童生徒に

チラシなどが配られています。 

・また、学校内では毎月、児童生徒へア

ンケートを実施し、気になる記述がある

場合は、教師が面談を行うなど、悩みを

相談できる体制を整えています。 

・さらに、保健室などでも子どもの心身

の状況や健康状態を観察しており、気に

なる子には養護教諭による声かけや、担

任や学年職員との連携体制を整えてい

ます。 

・このような取組と連動させ、スクール

カウンセラーの申し込みがない場合で

も、児童生徒、保護者とも話を進めなが

ら必要に応じスクールカウンセラーの

活用を行っていくようにしています。 

・また、同時に学校では、気軽に相談で

きる人間関係の構築と、カウンセリング

の有効性を保護者、児童生徒に説明し、

相談者にとって壁を低くすることにも

努めているところです。 

・幼児を対象としている理由は、小学校
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入学に関する電話での相談等について

対応させていただいているためです。ま

た、小学校入学以外に関する幼児の相談

につきましては、保健センターと連携し

対応を行っています。 

参考資料 2 

Ｐ71 

・子どもの読書活動充実事業ついて 

事務事業評価シートの実施方法が「直営

で実施」となっています。図書館と一緒

に取り組んでいないのでしょうか。一緒

に取り組んでいるのであれば図書館は

指定管理者制度を導入しているので、直

営で実施とはならないのではないでし

ょうか。 

図書館と連携して何かできないかと思

っています。担当課へ確認してくださ

い。 

・本事業につきましては、事務事業評価

シートに記載のとおり、「家読」を生涯

学習課にて企画し、実施を各学校に依頼

しています。 

・なお、企画については、指定管理であ

る飯塚図書館、ちくほ図書館、庄内図書

館にも意見を伺うなど協力して実施し

ています。本運営に係る予算の執行や実

施責任等は生涯学習課となっているた

め、実施方法を「直営で実施」と表記し

ています。 

資料 3 

(地方創生関

係交付金事

業：誰もが住

み慣れた地

域で暮らし

ていけるま

ちづくり実

践事業) 

・市民総合賠償保険事業について 

自治会活動に対する保険について、以前

から要望し、この事業はそれも対象にな

っているのでしょうか。数十年要望して

います。自分の自治会でも年間５～６万

保険代を負担しています。 

長崎は市が保険をかけています。旧庄内

も取り組んでいたはずなので、担当課へ

伝えてほしい。 

・協働のまちづくりを推進するうえで、

必要な項目であることは十分に理解し

ていることから、関係所管課と連携して

検討いたします。 
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